
令和1年度業務棚卸表（政策体系順）

フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040100-051

国民年金適用等異動届書
の受付及び進達事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

被保険者に係る異動届等の市受付分の手続きがもれなく行われ、日
本年金機構に進達すること。被保険者においては確実な手続きによ
り、将来の受給権を確保する。被保険者の資格得喪、変更、訂正、手
帳の再発行受付及び進達

一般 法定受託事務

国民年金法

14,563

国民年金適用等異動届書
の受付及び進達事務

厚年・国年の異動
者、第１号被保険
者

資格取得届、喪失届他進達件数2,040
件【令和２年２月末現在】

資格取得届、喪失届他進達件数2,294
件【平成30年２月末現在】

 資格取得届、喪失届他進達件数3,903
件【平成30年2月末現在】

資格取得届、喪失届他進達件数4,990
件(平成29年３月末現在)

040100-051-01

040100-052

国民年金保険料免除申請
等の受付及び進達事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

経済的な事情等により保険料納付が困難な被保険者の未納期間の
解消。一般の申請免除・猶予及び学生の納付特例の申請受付、所得
調査及び進達、相談

一般 法定受託事務

国民年金法

12,273

国民年金保険料免除申請
等の受付及び進達事務

第１号被保険者   免除・猶予申請書等数1,631件学生納
 付特例451件【令和２年２月末現在】

 免除・猶予申請書等数　2,285件学生納
 付特例　588件【平成30年２月末現在】

 免除・猶予申請書等数　2,229件学生納
 付特例　553件【平成30年2月末現在】

 免除・猶予申請書等数　2,863件学生納
 付特例　539件(平成29年３月末現在)

040100-052-01

040100-053

基礎年金裁定請求事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

申請漏れがなく、適切な申請の指導及び受付・進達処理。全てが１号
被保険者期間の被保険者の国民年金の受給手続き、障害者年金定
時届（所得状況調査含む）受理及び進達、受給資格などの相談

一般 法定受託事務

国民年金法

8,766

基礎年金裁定請求事務

20歳から65歳未満
の未受給者及び年
金受給者

・基礎年金裁定請求書等（未支給等含
 む）受付数：342件・未拠出障害年金等

 受給権者所得調査数:0件・その他障害
 年金等管理台帳整備数：4,354件・来庁

 相談件数：2,740件・電話相談：1,183件

・基礎年金裁定請求書等（未支給等含
む）受付数：244件・未拠出障害年金等
受給権者所得調査数897件・その他障
害年金等管理台帳整備数：4件：来庁相
談件数：2602件・電話相談：1100件【平
成31年2月末現在】

・基礎年金裁定請求書等（未支給等含
む）受付数：289件・未拠出障害年金等
受給権者所得調査数876件・その他障
害年金等管理台帳整備数：4,911件：来
庁相談件数：2503件・電話相談：1185件
【平成30年2月末現在】

・基礎年金裁定請求書等(未支給等含
 む)受付数：283件・未拠出障害年金等

 受給権者所得調査数：866件・その他障
 害年金等管理台帳整備数：4,180件・来

 庁相談件数：2,156件・電話相談：998件
 

(平成29年３月末現在)

040100-053-01

040100-103

後期高齢者医療保険料徴
収事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

被保険者の保険料が後期高齢者医療制度の運営を支えているた
め、収納率の向上を図る。保険料徴収事務

後期高齢 法令の実施義務（自治事務）

高齢者の医療の確保
に関する法律 17,724

後期高齢者医療保険料徴
収事務

後期高齢者  ・現年度特別徴収収納率100％・普通徴
 収収納率〇〇％・滞納繰越分収納率〇

 〇％（※一部未確定）

現年度特別徴収収納率100％、普通徴
収収納率99.08％、滞納繰越分収納率
41.65％

現年度特別徴収収納率100％、普通徴
収収納率99.10％、滞納繰越分収納率
45.55％

   ・現年度特別徴収収納率100％・普通徴
 収収納率99.06％・滞納繰越分収納率

42.12％

040100-103-01

043100-104

介護保険料還付業務

長寿介護課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

過誤納金の遅滞ない還付。納めすぎた介護保険料を還付する。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,936

介護保険料還付業務

転出者等 還付件数　1,844件 還付件数1,123件（相続人、厚生年金局
還付の延べ人数）

還付件数1,057件(相続人、厚生年金局
還付の延べ件数)

還付件数1,447件043100-104-01

介護保険料還付加算金業
務

０円 0円 0円  19人36,700円043100-104-02
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040100-105

後期高齢資格審査及び受
給者証発行事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

後期高齢者医療制度を円滑に運営するため、各種申請書や届け出
書を内容を確認し、岩手県後期高齢者医療広域連合へ送付する。ま
た、同広域連合から送付された被保険者証を被保険者に引き渡す。

 各種申請や届け出の受付被保険者証の引き渡し

後期高齢 法令の実施義務（自治事務）

高齢者の医療の確保
に関する法律 11,036

後期高齢資格審査及び受
給者証発行事務

後期高齢者 被保険者数13,060人（２月末現在）、各
種届出件数6,080件（見込）（※未確定）

被保険者数13,021人（３月末現在）、各
種届出件数9,126件

被保険者数12,820人（３月末）　　　各種
届出件数9,148件

・被保険者数12,635人（３月末）　・各種
届出件数　9,460件

040100-105-01

040300-310

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

福祉課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

関係法令の周知。北朝鮮拉致に関する窓口対応（拉致に係る人権、
全体的支援対策を除く）

一般 法令の実施義務（自治事務）

北朝鮮当局によって拉
致された被害者等の支
援に関する法律

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

拉致被害者 関係法令等の周知 関係法令等の周知 関係法令等の周知 関係法令等の周知040300-310-01

040300-312

社会福祉統計事業

福祉課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

行政の実態を数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉
行政運営のための基礎資料を得る。福祉行政報告例、民生児童委
員活動実績報告、厚生労働省の国民生活基礎調査・所得調査等の
統計調査

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方自治法、社会福祉
関係諸法 687

社会福祉統計事業

市民 福祉行政報告例の総括（報告は各担当
 係において処理）・民生児童委員活動

 実績報告 年１回・国民生活基礎調査の
実施 1カ所

福祉行政報告例の総括（報告は各担当
 係において処理）・民生児童委員活動

 実績報告 年１回・国民生活基礎調査の
実施 １カ所

・福祉行政報告例の総括（報告は各担
 当係において処理）・民生児童委員活

 動実績報告 年１回・国民生活基礎調査
の実施 １カ所

・福祉行政報告例の総括（報告は各担
 当係において処理）・民生児童委員活

 動実績報告 年１回・国民生活基礎調査
の実施 ３カ所

040300-312-01

040300-314

保健福祉の概要

福祉課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

前年における保健福祉分野の業務に関する結果及び成果をまとめた
行政資料として、「保健福祉の概要」を編集し発行する。

一般 法令に特に定めのないもの

763

福祉の概要

市関係課等 資料収集、編集、発行 資料収集、編集、発行 ３月16日発行 １月31日発行040300-314-01
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